
≪事業の目的及び現在の取組み概要等≫

目標（誰（何）をどのよう
な状態にしたいのか）

各保育所が保育士にとって働きやすい職場となり、保育士がいきいきと働くことで、子どもた
ちに質の高い教育・保育を受けられるようにしたい。

課題（どういうことをする
必要があるのか）

市内施設の成功例をもとに職場環境改善の方法を共有し、関係者への啓発を図る。

≪事業の概要≫

事業の具体的内容
（対象、事業主体、事業
期間、総事業費、事業

費内訳等記載）

保育現場の職場環境改善を図ることを目的とし、シンポジウムを開催する。

⑴　講師による講演会（50分）
　　講師は厚生労働省　保育所等における保育の質の確保・向上に関する検討会のメン
バークラスを考えている。（大学教授など）
⑵　講師（コーディネーター）・園の代表者4人・市長によるパネルディスカッション（90分）
　　　（内容に各園の事例発表を含む）
⑶　対象者
　　保育所等の職員等（185箇所×3人＝555人）、行政職員（50人）など
⑷　日時
　　（予定）令和３年11月7日（日）　10：00～12：30（2時間30分 ※10分休憩含む）
⑸　場所
　　出島メッセ長崎　コンベンションホール1/2（1,350席）

上記の問題点に対して
現在行っている事業の

有無

　有　・　無　　　※有の場合は事業概要を添付（委員会資料等）

当該新規・拡大事業を
行うにあたり、縮小・統

合・廃止する事業

　有　・　無　　　※有の場合は事業概要を添付（委員会資料等）
　新規・拡大事業を行うためには、今までやってきた取組みを検証し、成果や効果が低い事
務事業の終了も含めた「選択と集中」に努めることが不可欠です。

業務量の増減 60時間の増

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

子どもが 充実した環境のなかで、健やかに成長している。

現状・問題点

子ども・子育て支援事業計画において、保育の量の確保及び保育の質の向上について取り
組むこととしている。量の確保については一定達成できており、また、保育の質の向上を図
るため保育士の処遇を改善するための補助金の交付等を行っているものの、労働環境等に
より若い世代の保育士の離職率が高い状況があり、結果としてノウハウが蓄積されず保育
の質の向上が十分に図られていない。

基本施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

子どもが 健康に生まれ健やかに育っている。

個　別　施　策 F4-3 子どもの成長を育む環境の充実を図ります

個別施策の目的
（対象と意図）
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　労働環境等により、若い世代の保育士の離職率が高い状況にあり、結果としてノウハウが蓄積されず保育の質の向
上が十分に図られていないことから、長崎市全体の保育の質の向上、保育現場の職場環境改善を図ることを目的と
し、シンポジウムを開催するものである。
　市内施設の成功例をもとに職場環境改善の方法を共有することで、各保育所が働きやすい職場となり、市内全体で
教育・保育の質の向上につながることから事業の実施は適当である。
　ただし、事業実施に対する意見は次のとおり。

【その他の意見】
・多くの参加者を募ることができるよう、周知方法を工夫すること。

(2) 評価会議における指摘事項

成
果

(

活
動

)

指
標

指標（単位） 講演後アンケート回答において、「事例を参考にしたい」と回答した率（％）

年　　　度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目　標　値

財源名称　

総　　　額

80

成果指標及び
目標値の説明

施設の設備や職員数により、参考にできない部分もあるため、施設の規模に応じた質の向
上に取り組む意欲を図ることとした。

評　価　結　果

(1)今後の事業の方向性と理由

予
算
額

地方債

市民等の参画と
協働のまちづくり

（取組みに☑をし、
その内容を記載）

質の向上に努める良い事例を施設関係者が情報共有することで、市内全体のレベルアップ
を図る。

事　業　期　間 （　　年度～　　年度　）

その他 一般財源

当　年　度 1,098 1,098

金額（千円） 国 県

単年度 単年度繰り返し 期間限定

一部不採択

所管案のとおり

企画不十分

事業規模縮小

企画不十分不採択

採択
事業のやり方改善 事業規模拡大

事業統廃合 その他

情報共有 参画 協働


